
京 都 Ｂ Ｃ Ｐ 推 進 会 議 取 組 内 容 （案）

前 回 推 進 会 議 で の 事 業 計 画 平成２６年度以降の取組実績 今後の取組計画
①連携型ＢＣＰの取組の推進
災害時の情 ◇情報共有体制の内容、方法について検討 ◇府と各経済団体との連携
報共有体制 ※災害時における府と経済団体間の情報共有 （申し合わせ）
の確立 （災対本部企業窓口の運用、被害状況取りまとめ報の活用等） ・大規模災害時には経済５

※経済団体内各企業、経済５団体間の情報共有のあり方 団体とも府災対本部への
リエゾン派遣 ◇経済５団体間のリエゾン派遣手順について検討 リエゾン派遣、情報収集
の手順確立 が可能
ＢＣＰに係 ◇演習（図上訓練）の実施 ・経済団体は府災対本部企

京 る演習・訓 <目的>・情報共有体制、リエゾン派遣手順の確認 業情報窓口の運営に協力
練等 <方法>・経済５団体、金融機関の双方が実施 【別紙７】

・ライフライン事業者の参加も検討
都 具体的な取 ◇業界団体や地域での取組支援 ◇特定の地域 又は 経済団体

組推進 ・特定の業界、地域での連携型ＢＣＰの相談、検討 推薦業界団体で推進
②個別ＢＣＰ策定支援

Ｂ ＢＣＰ策定 ◇啓発を兼ねて実態調査を実施 ◇実態調査を実施（H27.2.16付） ◇・結果概要を経済団体メル
企業の実態 <内容>・ＢＣＰ策定状況、策定内容、課題等 【別紙１】 マガで配信等により具体
調査 <方法>・内閣府実態調査に準じた簡易な実態調査を実施 的な取組に活かす。

Ｃ ・情報交換会（小売卸売業
◇先進企業等へのヒアリング等 ◇１社（H26.7.4） 重点）の開催【別紙８】

ヒアリングを踏まえて、先進企業情報交換会の開催検討 ◇・必要に応じて随時実施
Ｐ ・情報交換会への参加要請【別紙８】

セミナー・ ◇各経済団体等における会合、研修等の場を利用してＢＣＰ ◇・商工会連合会で研修会開催(H26.7.7) ◇随時実施
意見交換会 策定支援（演習等）、運用支援（意見交換会等） ・中小企業団体中央会【資料２】

推 の実施等 ◇府主催によりセミナー等を開催 ◇・京都ＢＣＰセミナーを開催 ◇・情報交換会の開催
（H27.3.20）【別紙２】 【別紙８】

・職員出前語らい(ＢＣＰ関係)を実 ・その他出前語らい等を随
進 施（４団体） 時実施

③共通事項、中長期的な取組
広報、啓発 ◇啓発チラシ作成 ◇京都ＢＣＰセミナー開催案内を兼ね ◇随時活用

会 事業の実施 ・経済団体、市町村、各部局等に配付依頼 た啓発チラシを作成【別紙３】
ＢＣＰ策定企 ◇ＢＣＰ策定のインセンティブ方策や、 ◇ＢＣＰ策定の効果的なイン
業に対する認 効果的な認証制度のあり方 等について検討 センティブ方策について

議 証制度創設等 【別紙９】
その他 ◇京都ＢＣＰを全国的にＰＲ ◇各種講演等で京都ＢＣＰをＰＲ ◇適宜実施

・市町村ＢＣＰ策定研修会(H26.9.4)
・地域連携ＢＣＰシンポジウム

（中部経済産業局）（H27.3.23）
・「震災対策技術展」大阪(H27.6.5)
・内閣官房からの取材

◇府地域防災計画の見直し ◇女性視点等による防災対策を反映
【別紙４】

○情報共有方法の確立 ◇京都銀行と包括協定締結(H26.9.1)
金融機関勉強会 ○演習方法、内容の検討 【別紙５】
（継続） ○その他防災に関する取組検討 ◇地元金融機関意見交換会を開催【別紙６】 ◇協定締結

○災害時における復旧のあり方の検討 ◇ライフライン勉強会の開催
ライフライン勉 ○演習の参加検討 【別紙８】
強会（新規） ◇検討結果を府地域防災計画

に反映
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